
 
 

 

研究要旨 
 
【目的】 
東南アジア諸国において UHC を達成するための課題として、”脆弱な人々に対する社会保障と保健医療

の関連”をテーマに設定した。社会保障、特に社会扶助と UHC との関連性を、グローバルな視点とアジ
アの現状から検討することを目的とした。 
 
【方法】 
以下の項目について、国際機関の刊行物および論文を検索・収集してレビューを行った。1. 社会保障
と、おもに脆弱な人々の健康との関連性、2. 特定の健康問題に関する社会保障を通じた対応方策、3. 
UHC の文脈における脆弱な人々に対する社会保障に関する様々な国際機関の対応、4. 社会保障と UHC 
に関する保健セクターにおける世界的な議論、5. 東南アジア諸国、とくにカンボジア、ベトナム、イン
ドネシア、タイにおける、脆弱な人々に対する社会保障と保健医療の現状 
 
【結果】 
社会保険の効果は脆弱な人々には限定的であるが、社会扶助は脆弱な人々を含む医療サービスの利用を
改善するのに有効であることが報告されている。また、社会扶助は危機的状況において、生活への影響
から守るだけでなく、医療サービスの利用を促進するためにも重要であると報告されている。このこと
は、社会扶助プログラムが、脆弱な人々を取り残さない UHC を達成する上で有効である可能性を示唆
している。UHC の実現に向けて、国連、ILO、世銀は、社会保険だけでなく、社会扶助も含めた社会保
障の重要性を議論している。WHO では、幅広い社会保障サービスの重要性について、結核・
HIV/AIDS・COVID-19 に関する議論が始まっているが、包括的な UHC に関する報告書や文書ではあ
まり取り上げられていない。カンボジア、ベトナム、インドネシア、タイにおいて、社会扶助を含めた
社会保障制度が拡大・拡充してきている、あるいはその途上にある一方で、縦割りでバラバラな現状が
課題として認識されてきている。 
 
【結論】 
保健医療サービスと社会扶助を含む社会保障制度が、低中所得国においても徐々に拡大・拡充してきた
が、2030 年の UHC 達成に向け、脆弱層に十分配慮した対策をたてる時期に来ている。保護、予防、促
進、変革の観点から、社会保障の包括的な拡充を目指すとともに、保健サービスへの利用資格、保健サ
ービスへのアクセスしやすさ、人々のニーズへの対応力、変化を促すための方策といった視点から、社
会扶助を含む社会保障と保健医療との連携・協力のあり方を検討する必要がある。 
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A．研究目的 

１．背景 

2030年までのユニバーサル・ヘルス・カバレッ

ジ（UHC）は、2015年に採択された「持続可能な

開発目標」の目標の一つであり［1］、2019年の

UHC に関するハイレベル会合の政治宣言で述べら

れている［2］。しかし、”2019 Global Moni-

toring Report”[3]によると、UHCサービスカバ

レッジ指数は、2000 年の人口加重平均 45 から

2019年には 68へと世界的に改善しているもの

の、低所得国では進捗が遅れている。また、破局

的または貧困な医療費に直面している人口は、

2017年においても 14 億～19億人と推定されてい

る。 

低・中所得国の脆弱な人々の間では、UHCに向

けた進展が遅れている。グローバル・モニタリン

グ・レポートは、各国内の世帯間の不平等が持続

していることを強調し、医療サービスの適用範囲

を改善し、脆弱な人々の破局的支出を防止する必

要性を訴えている。脆弱な人々への十分な医療保

障は、その国での医療危機の影響を最小限に抑え

ることができる。例えば、COVID-19のパンデミッ

クの際、脆弱な集団は感染リスクが最も高く、健

康面だけでなく経済的・社会的地位の面でも深刻

な影響を受けた [4,5] 。効果的な感染制御サー

ビスの提供がなければ、これらの集団は、全国的

にさらなるアウトブレイクのインキュベーターと

して機能する可能性がある[6,7]。したがって、

UHC に向けた進展を加速させ、将来の健康危機に

おける疾病管理を改善するためには、脆弱な集団

に焦点を当てることが重要である。 

UHC に向けた経済的保護を確保するため、健康

保険制度は、人口集団間の不公平を軽減する手段

として世界的に注目されている[8][9]。しかし、

低・中所得国における現在の戦略は、最も脆弱な

人々の特定に関連する困難さ [11-13] や、基本

的な保健サービスへのアクセスを妨げる社会経済

的要因 [14] のため、その目的を達成できていな

い[10] 。貧困に関連する問題に総合的に対処す

るためには、多部門にわたるアプローチを考慮す

る必要がある。国連（UN）、国際労働機関

（ILO）、世界銀行などのいくつかの国際機関は、

脆弱な人々のための UHCをよりよく推進し実現す

るために、健康保険だけでなく、セクターを超え

て社会扶助などの他の幅広い社会保障サービスを

開発する必要性について議論し始めている［15，

16］。しかし、UHCの文脈における社会的保護の役

割については、国際機関によって立場が異なって

いる。 

社会保障、特に社会保険以外のサービスと UHC

との関連性をグローバルな視点から説明した研究

はほとんどないのが現状であることから、以下の

５点についてレビューを行った。 

1. 社会保障と、おもに脆弱な人々の健康との関

連性 

2. 特定の健康問題に関する社会保障を通じた対

応方策 

3. UHCの文脈における脆弱な人々に対する社会保

障に関する様々な国際機関の対応 

4. 社会保障と UHC に関する保健セクターにおけ

る世界的な議論 

5. 東南アジア諸国、とくにカンボジア、ベトナ

ム、インドネシア、タイにおける、脆弱な人々に

対する社会保障と保健医療の現状 

 

B．方法 

 

●検索戦略 

社会保障と UHCの関連性に関する文献を、

PubMed を用いて 2022 年 9月以前に発表された英

文論文を検索した。検索戦略は、Preferred 

Reporting Items for Systematic Reviews and 

Meta-Analyses（PRISMA）ガイドラインに則り、

以下の検索語を用いて行った： 「社会的保護」

と「UHC」または「社会的保護」と「健康」。国際

的な組織からの情報を把握するため、データベー

ス "socialprotection.org" (アドレス: 

https://socialprotection.org/discover/public

ations） から、国際的な組織による出版物を検

索した。"socialprotection.org "は、G20の作業

部会からの勧告に応えるために 2015 年に設立さ

れたメンバーベースのオンライン知識共有および

能力開発プラットフォームである。データベース 

"socialprotection.org "は、低・中所得国に焦

点を当てた社会保護に関する最新かつ包括的なコ

ンテンツを提供している。詳細な検索戦略は、図

１に示す通りである。 

また、ヘルスセクターにおける社会保障と UHC

に関する世界的な議論を調査するために、2013年

から 2021年までの過去 10年間の世界保健総会に

おけるすべての WHO決議と決定[17-27]、および

タイトルに UHCを含むアジェンダの主要文書も検

索した。 

 

図１. 検索戦略 
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●選択と統合 
このレビューは、社会保障全体としての世界の

動きを概観することを目的としているため、PubMe
d と "socialprotection.org" から抽出した文献
のうち重複するものを削除し、特定の国や特定の
脆弱な集団に焦点を当てた文献を除外した上で、
健康および UHC に関連した社会保障の影響を説明
した出版物を対象とした。共著者3名が、それぞれ
独自に選択した研究からのデータを収集し、スク
リーニングを行い、対応する著者がその作業を監
督し、抽出されたデータを以下の2つの視点に従っ
て分類した。①様々な環境や疾病における異なる
社会保障サービスの「健康への影響」、②各国際
機関が「UHCとの関連」をどのように説明している
か。 
WHOの決議や決定については、UHC関連の議題の

中で、「社会保護」「社会扶助」「現金給付」と
いう用語が出現しているかどうかを調査した。ま
た、各世界保健総会のアジェンダに「社会保護」、
タイトルに「UHC」という用語が出現しているかど
うかを調べた。 
次いで、抽出したデータを「背景」の最後に記

載した4つの目的に従って分類、検討した。その際、
社会的保護と健康との関連性を示すエビデンスの
検討には、検索戦略によって抽出された学術論文
を調査し、その他の目的については、関連する国
際機関の出版物を主に調査した。 
さらに、東南アジア諸国（カンボジア、ベトナ

ム、インドネシア、タイ）における社会保障とUHC
の現状について、国際機関の文献を中心に調査し
た。 
 
C．結果 
 
図に示すように、”so-cialprotection.org”と

PubMedを検索してそれぞれ122件と156件が収集さ
れた。これらの論文のうち、本文献レビューで取
り上げたのは58件（28-85）である。その内訳は、
学術論文14件、シンクタンク（開発研究所、海外
開発研究所ODI、欧州大学研究所）5件、国際機関 
39件（世界銀行13件、国際労働機関(ILO)9件、国
連6件、国連児童基金（UNICEF）4件、欧州連合（E
U）3件、経済協力開発機構（OECD）2件、世界保健
機関（WHO）2件）。 

 
3.1. 脆弱な人々に関する社会保障と健康との関連 
 
社会保障は、少なくとも「社会保険(Social Ins

urance)」と「社会的扶助(Social Assistance)」
からなる。両要素は、国連[28]によって以下のよ
うに定義されている。「社会保険」は、出産や老
齢などの生涯の不測の事態や、失業や病気などの
仕事に関連する不測の事態に対する保護を提供す
るプログラム、「社会扶助」は、貧困状態にある
人々に対する支援を提供するプログラムを指す。
通常、「社会保険」は労働者とその雇用主による
拠出金で賄われ、「社会扶助」は税金で賄われる。
本節では、これらの社会保障サービスについて、
特に脆弱な人々における医療サービスの利用や経
済的保護という観点から、その根拠を整理する。 
 
3.1.1. 社会保険 

いくつかのシステマティックレビューで、社会
保険のポジティブな影響が示されている。Comfort
らが示唆するように、社会保険の提供は、母子保
健サービスの利用率の向上と関連している [29,3
0]。Spaanらは、保健サービスの利用率と経済的保
護にプラスの効果があることを明らかにした[30,3
1]。一方、Acharyaら（2012）は、特に最貧困層に
対する財政的保護の効果について弱い証拠を示唆
している[32,33]。一方、世界銀行による19の論文
のレビューでは、医療サービスの利用や財政保護
への影響についてのエビデンスは見つからなかっ
た。一部の健康保険の効果については報告してい
るが、その効果は最貧困層にとって最小である[33,
34]。まとめると、社会保険は医療サービス利用や
財政保護の改善に有効であると思われるが、脆弱
な集団への影響は限定的であるとする研究もある。 
 
3.1.2. 社会扶助 
社会扶助には、いくつかの種類のサービスがあ

り、WBは、現金給付、非現金給付、短期雇用、所
得創出、能力開発・制度改善の5つの見出しで分類
している[35-37]。本節では、社会扶助の代表例と
して、現金給付の影響に焦点を当てる。Adatoらは、
現金給付が健康に与える影響として、(1)ヘルスケ
アにアクセスするための直接的コスト（輸送費、
医療費、機会費用）の補填、(2)より質の高い食事
や大量の食事による栄養状態の改善、(3)条件付き
現金給付による予防・健康教育活動への参加イン
センティブの付与を示唆した［38］。著者らは、2
0の条件付き現金給付と10の無条件現金給付を含む
30の現金給付プログラムを検討し、アフリカとラ
テンアメリカの現金給付プログラムが医療サービ
スの利用率にプラスの効果をもたらす可能性があ
ることを明らかにした。特に、メキシコの条件付
き現金給付は、子どもの死亡率を低下させる可能
性があるとしている。 
Bastagliらも現金給付に関する200の研究をレビ

ューし、ほとんどの研究が医療サービスの利用率
の改善を示し、成長率にも改善が見られたと結論
付けている[39]。さらに、Hunterらは、51の研究
をレビューし、現金給付が母子保健関連サービス
の利用率の改善につながったと結論付けている[4
0]。Glassmanらも、条件付き現金給付が母子の健
康指標を改善し、低出生体重児の発生率を低下さ
せることを明らかにした[41]。最後に、Owusu（20
18）は、サハラ以南のアフリカに焦点を当てた現
金給付の定性的レビューを行い、脆弱な人々の保
健サービス利用率の向上と経済的保護に役立つこ
とを報告した［42］。まとめると、システマティ
ックレビューや質的研究によって得られた結果の
ほとんどで、社会扶助が、特に脆弱な人々の間で、
医療サービスの利用や健康アウトカムにプラスの
効果をもたらすことを示した。 
 
3.2. 特定の健康問題に関する社会保障を通じた対
応方策 
 
3.2.1. 結核とHIV/AIDSのコントロール 
結核対策と社会保障の関係については、WHO西太

平洋地域事務局（WPRO）が論じている[43,44]。彼
らは、結核に関連する患者の収入減は治療中断の
最大のリスクであり、それゆえ、社会保障には医
療費以外の支出に対する支援を含めるべきである
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と述べている。社会保障による所得保障は、脆弱
な人々の間で結核をうまくコントロールすること
に貢献できる。UNICEFは、社会保障は、健康の社
会的決定要因の改善に貢献することによって、HIV
/AIDSの社会経済的影響を緩和し、HIV/AIDSサービ
スへのアクセスに対する障壁を緩和することにつ
ながるとしている[45]。さらに、OECDは、社会保
障が社会的変化をもたらし、女性が自分の権利を
利用し、HIV/AIDS患者の権利を主張することを可
能にする可能性があることを示唆している［46］。
Toskaらは、社会保障が社会経済的リスクを軽減し、
感染した親から生まれた子どものHIV感染のサイク
ルを断ち切ることができると言及している。特に、
明確なケアとリンクした現金給付は、脆弱な集団
に有効であるとしている [47] 。最後に、Van der
 Walら[48]は、生活と仕事に対する幅広い支援は、
患者の社会経済的状態を改善し、HIV/AIDS関連指
標の改善に貢献できると述べている。同様に、結
核菌とHIV/AIDSに関連する文献では、特に脆弱な
集団の感染対策として、幅広い社会保障の重要性
が強調されている。 

 
3.2.2. COVID-19パンデミック 
COVID-19の流行以来、多くの国際機関が、医療

サービスへのアクセスを促進するための社会保障
の重要性を強調している。まず、COVID-19に対す
る当面の社会経済的対応に関する国連の枠組みは、
社会保障と基本サービスを5つの柱の1つに組み込
んでいます[49-51]。COVID-19が脆弱な人々に与え
る影響を緩和するために、国連は、政府が現金給
付、食糧支援、社会保険など、より広範な社会保
障へ拡大する必要があることを示唆している。さ
らに、社会保障は、医療サービスへのアクセスを
提供し、失業や病気療養に伴う経済的危機から保
護するための不可欠なメカニズムであると考えら
れている。WPROはまた、WHOが推奨するCOVID-19対
策は、困難な状況や限られた資源のために医療サ
ービスを利用できない人々にとって現実的ではな
いことを認めている。 
したがって、現金給付や現物支給によって促進

される社会保障サービスは、医療施設への障害を
取り除き、これらの人々の保護を確保するために
重要である[52]。こうした視点は、社会保障は受
益者側の需要に応えることができ、COVID-19に関
連する医療サービスへのアクセスを促進するとす
る世界銀行によって支持されている[5]。同様に、
国際労働機関（ILO）は、社会保障フロア(Social 
Protection Floor)の観点から、基本的な保健サー
ビスや所得保障の重要性を強調している[53]。さ
らに、ユニセフは、社会保障が子どもの保護問題
に関連するリスク要因の削減と保護要因の強化に
貢献できることを指摘している。介護者を支援す
ることで、子どもや母親のための保健サービスの
利用を改善することができる[54]。最後に、EUは、
危機の際に最も影響を受ける脆弱な人々の保健サ
ービスへのアクセスを確保するために、社会保障
を通じて健康の社会的決定要因に対処する必要が
あると説明している [55]。これらの国際機関の公
式発表以外にも、多くの学術論文が、COVID-19の
対策を実施するための社会的支援を含む幅広い社
会保障サービスの重要性を強調している [56,57] 
 
3.2.3. 人道的な状況 

最近の議論では、健康危機の際につくられた社
会保障の役割を、より広範な人道的状況に拡大・
適用することが示唆されている。WHOは、現金給付
は、人道的な状況において、特に脆弱な人々にと
って、直接的・間接的な経済的障壁を減らし、保
健サービスへのアクセスを改善するのに有効であ
ると示唆している [63] 。国連人道問題調整事務
所（UNOCHA）も同様の主張をしている [58,59] ．
さらに、ユニセフは、危機の際に重要な衝撃対応
型社会保護(shock-responsive social protectio
n)を提案している[60]。また、世界銀行は、現金
給付を含む社会的保護は、自然災害時の保健サー
ビスアクセスの改善に有効であるとしている[61,6
2]。さらに、EUは、緊急時の救助にとどまらず、
人道的危機と社会における開発の間の接点として、
社会的保護を活用することを提案している[63]。
この文脈では、社会保障は、健康の安全保障と UH
C という2つの重要なグローバル・アジェンダの接
点となることができる。 
 
3.3 UHCの文脈における脆弱な人々に対する社会保
障に関する様々な国際機関の対応 
 
Devereuxらによれば、社会保障の一貫した定義

は存在しない[64]。しかし、国連、ILO、世銀、EU
/OECDの定義には、3つの主要なコンセプトがある
[65]。これらの定義に基づき、各国際機関は、そ
れぞれの出版物の中で、社会保障とUHCの関連性を
論じている。 
 
3.3.1. 国連・ILO 
ILO は、社会保障を、人々のライフサイクル全

体を通じて貧困と脆弱性を軽減し、予防するため
に設計された一連の政策とプログラムであると定
義している[66]。ILO は、社会保障は人権として
すべての人に提供されるべきであると提唱してい
る。権利に基づくアプローチでは、市民を「権利
者」、国家を「義務者」とみなす。この観点から、
社会保障は、平等、包摂性、非差別といった社会
的権利の発展形と見なすことができる[65]。ILOは、
人権の観点から、2009年に国連主導で発足した
「社会保障フロア(Social Protection Floor)」と
いう考え方を提案した[67,68]。2012年、国連は、
出産、病気、失業、労働災害、無効、子持ち家族、
老齢、医療などの経済的な影響をカバーするサー
ビスを含む、人々のライフサイクルに合わせた基
本的な社会保障サービスに関する指針を発表した
[69,70]。これらのサービスは互いに補完的である
べきであり[69]、拠出型（例えば、社会保険）ま
たは無拠出型（例えば、税金を財源とする社会扶
助制度）のいずれかによってカバーされるとして
いる。[71]。 
ILOでは、保健における社会保障政策の目的は、

必要とするすべての人に基本的な保健サービスへ
のアクセスを提供することであり、「社会保障フ
ロア」及び「普遍的社会保障(Universal Social P
rotection)」の概念の一部である [72]。この文脈
で、ILOはUHCを「社会保障フロア[73]」によって
対処される必要がある条件の一部とみなしている。
さらに、UHCの実現に向け、健康保険（拠出型）に
加え、（非拠出型手段による）医療行為による所
得の喪失に対処することが必要であるとしている
［74，75］。また、ILOは、包括的な社会保障制度
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の不可欠な構成要素として、社会的健康保障(Soci
al Health Protection)[76]の概念を提唱している。
社会的健康保障とは、苦難を伴わない質の高い医
療への効果的なアクセスと、病気の場合の逸失利
益を補償する所得保障を達成することを目的とし
た一連の公的または公的に組織され義務付けられ
た民間措置である。法的適用の改善や受給資格と
効果的保護に関する意識の向上など、社会的健康
保障措置の人口カバー率を改善することを目的と
している。医療へのアクセスと所得保障の間の連
携の改善とより良い調整は、健康の主要な決定要
因に取り組むための緊急のニーズである[77]。ILO
は、社会的健康保障は、経済的保護と医療サービ
スへの効率的なアクセスの重要性を強調するUHCの
目的達成の中心であると結論付けている[77]。 
 
3.3.2. 世界銀行 
世界銀行は、社会保障を、貧困層や弱者が危機

やショックに対処し、仕事を見つけ、子どもの健
康や教育に投資し、高齢化社会を保護するための
制度と定義し、人々の生活における苦難に対処す
るための社会的リスクマネジメント（SRM）の枠組
みで社会保障を説明している［78］。SRMは、世界
銀行の社会保障戦略2001のために開発された概念
的枠組みであり[79]、2019年にSRN2.0に更新され
ている[78]。世界銀行は、社会保障が貧困緩和の
最良の答えであり、弱者が投資して資産を蓄積し、
その結果、貧困から脱出できるようにすることを
示唆し[65]、UHCをSRM2.0の目標を達成するために
不可欠な幅広い社会保護政策の一部であると説明
している[78]。また、社会保障サービスを、社会
扶助（無拠出型）、社会保険（拠出型）、労働市
場プログラムの3つの要素に分類している[35,80-8
2]。社会扶助は、貧困と不平等を削減することを
目的としており、条件付きおよび無条件の現金給
付、食料および現物給付、学校給食プログラム、
料金免除、対象補助金などを含む。社会保険は、
突然の生活の変化の中で適切な生活水準を確保す
るもので、拠出型の老齢・遺族・障害年金、出
産・父性手当、健康保険の適用などがある。 
 
3.3.3. EU/OECD 
EUやOECDは、社会保障をプロプア経済成長の効

率的な要因として考えている[65]。Devereuxらが
提案した社会保障策を採用することで、EU、OECD
は、社会保障の役割は、貧困層の脆弱性の軽減を
どのように進めるかという観点から、保護機能、
予防機能、促進機能、変革機能の4つに分類される
ことを提案している [83]．リム・ジユンらは、こ
の枠組みの中で、社会保障とUHCの関連性を次のよ
うに論じている[84]。 (1) Protection: 所得や現
物給付における保護的措置は、疾病時に経験する
経済的・物質的困難を緩和し、社会的支援サービ
スを通じて既存の医療費補助を補完することがで
きる。(2) Prevention: 予防的措置は、より広範
な社会保険を通じて、健康への悪影響を防ぐこと
ができる。(3)Promotion: 促進的措置は、教育、
訓練、雇用を通じて、生計資産やエンパワーメン
トに貢献することで、人間の能力を向上させるこ
とができる。これらの施策は、経済的、人的、社
会的資本の増加を通じて、保健サービスへのアク
セスと利用を促進することができる。(4)Transfor
mation: 社会的包摂と女性のエンパワーメントを

促進する変革的措置は、変容力を持ち、アクセス
と利用を阻む要因になりうる。これには、弱者の
声を届けるための労働組合の強化、社会における
広範な態度の変化を求める啓発キャンペーンの実
施、あるいは特に女性のエンパワーメントを図る
ための政策の実施などが含まれる。 
しかし、類似の組織的枠組みも数多く存在し、

そのほとんどは補完的なものである[85]。現在及
び将来の貧困から個人を積極的に保護する必要性
を含め、社会保障 [78]の主要要素に関するコンセ
ンサスが形成されてきている。主な対象者は、貧
困層や貧困に対して脆弱な人々である。個人また
は世帯のライフサイクルにますます注意が払われ
るとともに、結果の「公正さ」を確保することと
機会の不平等をなくすことの両方に取り組んでい
る。社会保障とUHCの関連性については、ほとんど
の組織が、社会扶助を含む幅広い社会保障サービ
スは、特に脆弱な人々の間で UHC の進展を加速さ
せるために必要であると示唆している。 
 
3.4. 社会保障とUHCに関する保健セクターにおけ
る世界的な議論 
 
UHCの文脈で社会保障に言及している論文は少な

い。セクション3.1で述べたように、COVID-19 [5]
や結核 [43,44]を含む特定の疾患に対する対策に
ついて、いくつかの出版物がヒットすることがわ
かった。しかし、WHOによる社会保障に言及した他
の出版物は、検索の過程で特定された文献の中に
は存在しなかった。世界保健総会（WHA）の決議や
決定、付属文書(annex)のレビューの結果、いくつ
かの文書に「社会保障」という用語が含まれてい
ることがわかった。表１に示すように、結核、非
伝染性疾患、COVID-19といった垂直的なプログラ
ムから、健康の社会的決定要因、人的資源、難
民・移民といった横断的なプログラムに至るまで、
幅広い文書があった。社会扶助については、ワク
チン、非感染性疾患、栄養、結核、障害など、い
くつかの具体的なプログラムにおいて現金給付が
言及されている。しかし、2016年から「社会扶助」
の用語を含む決議はない。 
議題や決議のタイトルに関して、12の議題と7つ

の決議のタイトルに「universal health coverag
e」という用語が含まれていることがわかったが、
WHA66の議題「17.3 Universal Health Coverage」
以外は、事務局文書と決議・決定には「社会保障」
の用語が含まれていない（表2、3）。WHA66.17.3
では、UHCに向けた進捗状況の報告、特に公平で持
続可能な保健資金調達と保健の社会保障に関する
報告を求める前回のWHA決議の要請を再認識したも
のである[86]。要約すると、社会保障はWHAの広範
な決議と付属書で言及されてはいるが、社会的扶
助に関する議論は、COVID-19と結核に関するいく
つかの垂直プログラムに限られている。また、こ
れまでのWHAでは、UHCに向けた推進状況を報告す
る以外、UHCアジェンダや関連する決議・決議の下
での社会保障との連携・協力の必要性については
ほとんど議論されていない。 
 
3.5.東南アジア諸国における社会保障とUHCの現状 
 
 UHCの達成度を、UHCサービス･カバレッジ･イン
デックスで見てみると、カンボジア、インドネシ
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アが50-60%、ベトナムは75%、タイは80％を達成し
ている(ILO. Extending social health protectio
n. 2021)。 
 
表１．東南アジア諸国の社会保障カバレッジ 

 
一方、社会保障制度も年々拡充されてきており、

「少なくとも一種類の社会保障制度で保護されて
いる人口の割合」（SDG指標1.3.1）、「社会扶助
でカバーされている脆弱層の割合」は、それぞれ、
カンボジアが6.2%と4.3%、インドネシアが27.8%と
16.5%、ベトナムが38.8%と24.6%、タイが68.0%と5
4.3%となっている（表１．ILO. World Social Pro
tection Report 2020-22）。 
カンボジアでは、社会保障全体のカバレッジは

低いレベルにあるが、様々な脆弱層を対象とした
社会扶助は、比較的拡大が進んでいるとされる（A
DB.2022）。その一方で、様々な社会扶助スキーム
がバラバラに存在することが課題の一つとして指
摘されている。 
インドネシアの社会扶助は過去20年以上にわた

って拡大を続けてきた。近年は現物給付から現金
給付（PKH、PIP等）にシフトしてきている。対象
人口の拡大、縦割りプログラムに関連する課題の
克服等が課題とされている（WB. Investing In Pe
ople: Social Protection For Indonesia’s 2045
 Vision, 2020）。 
ベトナムの社会扶助は、過去15年にわたって拡

大を続け、仕事ができず家族の支援が得られない
人々にとっての最後の手段から、より広範な人口
にとってのセーフティネットになりつつある。そ
の一方で、様々なスキームが縦割りに作られて来
てたことから、申請者だけでなく行政官にとって
も非常に複雑で利用しづらいことが指摘されてい
る（WB. Vision for the 2030 social protection
 system in Vietnam. 2019）。 
タイの社会保障制度は、13桁の個人IDを基盤と

したシステムが確立している(WB. Towards social
 protection 4.0: An assessment of Thailand’s
 social protection and labor market systems. 
2021)。社会扶助については、State Welfare Card
 (SWC)プログラムやChild Support Grant (CSG)が
基礎的なセーフティネットとして中心的な役割を
果たしている。 
 
D. 考察 
いくつかの報告によると、社会保険の効果は脆

弱な人々には限定的であるが、社会扶助は脆弱な
人々を含む医療サービスの利用を改善するのに有
効であることが報告されている。また、社会扶助
は危機的状況において、生活への影響から守るだ
けでなく、医療サービスの利用を促進するために
も重要であると報告されている。このことは、社
会扶助プログラムが、特に脆弱な人々の間で、UHC

を促進する上で有効である可能性を示唆している。
社会保障の定義に統一されていないが、現在およ
び将来の貧困や苦難に対する予防的なサービスで
あり、社会保険と社会扶助から構成されるという
共通の見解が存在する。UHCの実現に向けて、国連、
ILO、世銀は、社会保険だけでなく、社会扶助も含
めた社会保障の重要性を議論している。しかし、W
HOでは、幅広い社会保障サービスの重要性につい
て、結核・HIV/AIDS・COVID-19に関する議論が始
まっているが、UHCの関連性に関する報告書や文書
は少ない。このことは、包括的な社会保障の重要
性や健康との関連性が、UHCの進捗状況を報告する
以上に、UHCを目指した健康政策を策定するための
各国のガイダンスに反映される可能性が低いこと
を示唆している。 
 

表２. WHOの決議や決定における社会保護や社会扶助

の単語の出現率 

 

WHA Year Number Title SP * SA * 

WHA65 2012 

WHA65.4 
The global burden of mental disorders, and the 

need for a comprehensive, coordinated response 
from health and social sectors at the country level 

2 0 

WHA65.8 Outcome of the World Conference on SDH 1 0 

ANNEX 2 Comprehensive implementation plan on 
maternal, infant and young child nutrition 5 2 

ANNEX 4 Global vaccine action plan 1 2 

WHA66 2013 

WHA66.9 Disability 1 0 

ANNEX 3 Comprehensive mental health action plan 2013–
2020 3 0 

ANNEX 4 Global action plan for the prevention and control 
of non-communicable diseases (NCDs) 2013–2020 

4 1 

WHA67 2014 

WHA67.1 Global strategy and target for tuberculosis (TB) 
prevention, care and control after 2015 1 0 

WHA67.20 Regulatory system strengthening for medical 
products 

1 0 

ANNEX 1 Global strategy and targets for TB prevention, 
care and control after 2015 17 1 

ANNEX 3 WHO global disability action plan 2014–2021 6 3 

WHA68 2015 ANNEX 6 Outcome of the second international conference 
on nutrition 6 1 

WHA69 2016 

WHA69.11 Health in the 2030 agenda for sustainable 
development 1 0 

ANNEX1 Global strategy and action plan on aging and 
health 2016–2020 5 0 

ANNEX7 Global strategy on human resources for health: 
workforce 2030 1 0 

ANNEX8 
Global health sector strategies on HIV, viral 

hepatitis and sexual transmitted infections for the 
period 2016–2021 

1 0 

WHA70 2018 
ANNEX 2 

Working for health. Five-year plan for health 
employment and inclusive economic growth 

2017–2021 
4 0 

ANNEX 4 Framework of priorities and guiding principles to 
promote the health of refugees and migrants 2 0 

WHA71 2019 

ANNEX 1 
WHO Global Conference on NCDs pursuing 
policy coherence to achieve SDG target 3.4 on 

NCDs 
1 0 

ANNEX 2 
First WHO global ministerial conference on 

“Ending TB in the sustainable development era: a 
multisectoral response” 

1 0 

WHA72 2020 ANNEX 5 Global action plan on promoting the health of 
refugees and migrants, 2019–2023 3 0 

WHA73 2021 WHA73.1 COVID-19 Response 1 0 

WHA74 2022 

WHA74.14 Protecting, safeguarding and investing in the 
health and care workforce 2 0 

WHA74.16 SDH 1 0 

WHA74.17 
Ending violence against children through health 

systems strengthening and multisectoral 
approaches 

1 0 
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表３.世界保健総会で、Universal Health Coverageをタイ

トルに掲げ、social protectionという単語を使用した議題 

 

表４. ユニバーサル・ヘルス・カバレッジをタイトルに含

む世界保健総会での決議/決定、および「社会的保護」の

言葉の出現 
 

社会保障のカバー率は、特に低・中低所得国に
おいて、現状では低い。2018年の世界銀行の報告
書[82]によると、社会保険制度は高所得国でより
普及しており、最貧困層5分位の60%をカバーして
いる。一方、低所得国では、この種のプログラム
でカバーされているのは、最貧困層5分位のわずか
2％である。社会扶助は、それぞれの国の貧困層を
対象とした社会保障プログラムの中ではカバー率
が高い。しかし、高所得国では社会扶助による貧
困層のカバー率が最も高い（76％）のに対し、低
所得国では18％に過ぎないなど、各国の固有の状
況に関連したカバー率のギャップがある。国連は、
低所得国の社会保障のカバー率が低い理由として、
次のようなことが考えられると説明している (1) 
住民登録制度に登録されていない非正規労働者が
多い、(2)権利擁護の能力が低く、利用可能な社会
保障サービスに関する情報が不足している、 (3) 
社会経済的地位が低いため意識が低い、(4)居住地
域とサービスポイントの距離が大きい、 (5)交通

費や手続き費用などの必要経費が大きい、 (6)差
別により権利から排除されている。(7)サービスポ
イントのサービスが不親切である[87]、などであ
る。これらの要因は、特に社会的弱者の間で、サ
ービスの利用を妨げる要因となり得る。 
これらの知見を踏まえ、脆弱な人々に対する社

会扶助や保健サービスを含む社会保障のカバー率
を改善するために、いくつかの方策を検討する必
要がある。我々は、移民が脆弱な集団と考えられ
ていることから、移民のための移民統合政策指数
（MIPEX）保健医療領域（Health Strand） [88] 
の枠組みを用いてこれらの対策を分類した。MIPEX
保健医療領域は、EUの支援のもと開発された指標
で、移民の健康に関連する政策の公平性を、（A）
保健サービスへの利用資格(Entitlement)、（B）
保健サービスへのアクセスしやすさ(Accessibilit
y)、（C）人々のニーズへの対応力(Responsivenes
s)、（D）変化を促すための方策(Measures to pro
mote change)という4つの視点から測定している。
この枠組みを採用したのは、移民だけでなく、他
の脆弱な人々にとっても、社会保障や保健サービ
スへのアクセスに影響を与える重要な要因を包含
しているためである。さらに、このフレームワー
クは、図2に示すように、社会保障と保健サービス
の相乗効果のポイントを特定するのに役立つ。 
 

図2. 社会的弱者への社会保障と保健サービスの相乗効果。 

 
 
“利用資格”については、困っている人々のタ

ーゲティング、登録、給付とサービスの内容、必
要な資源配分などに関する社会保障と保健システ
ムを適切に設計することが求められる。これらを、
社会保障と保健サービスとの間で部分的に統合す
ることは、両者のカバレッジの改善に寄与する可
能性がある。長期的には、予想されるサービスの
受給者を迅速に特定するために、十分に機能する
市民登録システムを確立する必要がある。 
“保健サービスへのアクセスしやすさ“の改善

には、給付やサービスに対する利用資格に関する
情報が脆弱な人々にも理解できる方法で届くよう
にすることが重要である。また、ピアワーカー、
コミュニティリーダー、ボランティア、相談窓口
などは、アクセスを支援するナビゲーターとして、
社会的・文化的・言語的・行政的障壁に対処した
り、必要なサービス提供場所を紹介したりする上
で大きな役割を果たすことができる。これらのナ
ビゲーターや文化的仲介者は、単一のサービスだ
けでなく、社会保障や保健サービスにわたるさま
ざまなサービスへのアクセスを改善し、機会を最
大化することができる。 
サービスの提供地点では、受給者の”ニーズへ

の対応力“を介入に考慮する必要がある。脆弱な
人々は、過去にサービスを利用した際のトラウマ
的な経験など、複合的な心理社会的問題を抱えて
いる傾向があるため、サービス提供は脆弱な人々

WHA Year Agenda Number and Title Documen
t 

SP * 

WHA66 2013 17.3 Universal Health Coverage A66/24 1 

WHA67 2014 

15.7 Health intervention and technology assessment in 
support of universal health coverage A67/33 0 

15.8 Follow-up of the Recife Political Declaration on 
Human Resources for Health: renewed commitments 

towards universal health coverage 
A67/34 0 

WHA68 2015 
17.1 Strengthening emergency and essential surgical care 

and anaesthesia as a component of universal health 
coverage 

A68/31 0 

WHA69 2016 17 Progress Report: F. Health intervention and technology 
assessment in support of universal health coverage A69/43 0 

WHA70 2017 
17 Progress Report: K. Strengthening emergency and 

essential surgical care and anaesthesia as a component of 
universal health coverage 

A70/38 0 

WHA71 2018 NP  0 

WHA72 2019 

11.5 Universal health coverage. Primary health care 
towards universal health coverage A72/12 0 

11.5 Universal health coverage. Community health 
workers delivering primary health care: opportunities 

and challenges 
A72/13 0 

11.5 Universal health coverage. Preparation for the high-
level meeting of the United Nations General Assembly on 

universal health coverage 
A72/14 0 

12.9 Emergency and trauma care Emergency care systems 
for universal health coverage: ensuring timely care for the 

acutely ill and injured 
A72/31 0 

WHA73 2020 

11.2 Follow-up to the high-level meetings of the United 
Nations General Assembly on health-related issues. 

Universal health coverage: moving together to build a 
healthier world 

A73/4 
EB146/6 0 

WHA74 2021 33 Emergency care systems for universal health coverage: 
ensuring timely care for the acutely ill and injured 

A74/39 0 

WHA75 2022 NP  0 
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にとって敏感で親しみやすいものになるよう設計
されなければならない。脆弱な人々に配慮し、親
しみやすいサービスを提供するための一つのプロ
グラムの経験は、社会保障と保健サービス全体で
広く共有され生かされるべきである。 
最後に、”変化を促進するための方策”として、

プログラムへの脆弱な人々の包摂、モニタリング
と評価、調査研究、アドボカシー、中央と地方レ
ベルの多部門調整、健康の社会的決定要因への対
応、社会的連帯経済（SSE）等が挙げられる [89] 。
カバレッジを含めた成果を最大化するためには、
これらの各施策の進歩を社会保障と保健サービス
との間で相互肥沃化するべきである。脆弱な人々
に対するこうした相乗効果の一部は、結核・HIV・
COVID-19といった特定の健康問題への取り組みに
おいて観察されている。UHCの達成に向けて包括的
な方法で幅広い健康ニーズに対応するために、こ
れらの経験を共有し、拡大する必要がある。 
上記の知見・考察を踏まえ、社会保障とUHCの関

連性、および社会保障の適用を促進するための重
要な要因を説明する図を作成した（図3）。「利用
資格」を適切に運用する上では、登録、ターゲテ
ィング、サービスの種類など、社会保障システム
を適切に設計する必要があり、政府やドナーの役
割が大きい。また、質の高い社会保障サービスの
カバレッジを拡大するために、「変化を促進する
ための措置」を実施することも重要である。脆弱
な人々のサービスへの「アクセシビリティ」を確
保する上では、市民社会やコミュニティが重要な
役割を果たす。また。サービスは脆弱な人々に配
慮された形で差別なく提供されるべきである
（人々のニーズへの対応）。私たちは、社会保障
からUHCへの実行可能な道筋として、EUモデル「予
防、保護、促進、変革」を採用した。このモデル
は包括的で、開発だけでなく緊急事態における社
会保障の役割も説明しているためである。健康の
社会的決定要因（SDH）は、健康な生活の公平な追
求とすべての人のための保健サービスの提供の両
方にとって中心であり[90]、推進と変革の視点は、
このモデルのSDHに大きな影響を与えることができ
ると考えている。このモデルは、社会保障サービ
スを向上させるための可能な方策と、UHC達成に向
けた目標を一つの図で示すことができるという利
点がある。 

 

図３. 社会保障と UHC の関連性、および社会保障の適用

を促進するための重要な要素 

 
結果の3.5.で触れたように、東南アジア諸国に

おいては、社会扶助を含めた社会保障制度が発展
して来ている。誰一人取り残さないUHCの実現に向
って、脆弱層に焦点をあてた社会扶助と保健医療
の連携協力が、今後ますます重要な課題となって

くると考えられる。  
 
当然ながら、本研究にはいくつかの限界がある。

まず、移民、ホームレス、高齢者など特定の脆弱
な集団における社会保障の関連性を分析していな
い。異なる集団は異なる問題を抱えているため、
各集団に特化した検討を行う必要がある。また、
地域や国ごとの文化や制度的背景などは考慮に入
れておらず、多角的な視点からのケーススタディ
を含めた包括的な研究が求められよう。 
 
E. 結論 
保健医療サービスと社会扶助を含む社会保障制

度が、低中所得国においても徐々に拡大・拡充し
てきたが、2030年のUHC達成に向け、脆弱層に十分
配慮した対策をたてる時期に来ている。保護、予
防、促進、変革の観点から、社会保障の包括的な
拡充を目指すとともに、保健サービスへの利用資
格、保健サービスへのアクセスしやすさ、人々の
ニーズへの対応力、変化を促すための方策といっ
た視点から、社会扶助を含む社会保障と保健医療
との連携・協力のあり方を検討する必要がある。 
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